
制度の概要

１．目的

・　多極分散型国土形成促進法（多極法、昭和６３年）

　に基づく制度。

・　特色ある機能の集積を図り、地域の振興の拠点づくりと

　多極分散型国土の形成に資する。

２．制度

重点整備地区

振興拠点地域

中核的施設 特色ある機能集積を図る上で
中核となる施設

政令で定める施設
交通施設（旅客ターミナル施設など）、
流通業務施設（鉄道の貨物駅など）
等の１５種類の施設

３．支援措置

・　税制上の特例措置（法人税、特別土地保有税、事業所税）

・　地方財政措置（地方交付税による減収補填、地方債の特例）

　都道府県等が基本構想を作成、協議を申請し、
　主務大臣（注）の同意を得る。

国土交通大臣、総務大臣、農林水産大臣、経済産業大臣び
当該基本構想に定める中核的民間施設の種類に応じて、
その施設の設置及び運営に関する行政を所管する大臣

（注）主務大臣

４．同意基本構想

①　三重ハイテクプラネット２１構想　

　（三重県・平成３年１月）

②　オホーツク科学文化交流拠点構想

　（北海道・平成４年１２月）

③　高知バイオフィット生活文化圏構想　

　（高知県・平成５年１月、７年８月変更）

④　東濃研究学園都市構想　

　（岐阜県・平成５年３月）

⑤　しずおか生活産業情報拠点構想

　（静岡県・平成６年７月）

⑥　いわき『海洋・エネルギー』交流拠点構想

　（いわき市・平成６年９月）

⑦　国際貢献都市ＯＫＩＮＡＷＡ構想

　（沖縄県・平成９年１２月）

　これまでに同意されたもの（７構想）
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